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副題
①⾃然環境資源をいかす政策（⾃然公園、エコ
ツーリズム）
②⾼まる⽣物多様性の重要性（OECM、⾥地⾥⼭、
⾃然体験教育）
③増加する「いきもの」による被害（外来⽣物、
⿃獣）

⽣物多様性保全と持続可能な利⽤の推進



⾃⼰紹介

• 江⼾川⼤学社会学部現代社会学科 教授
（国⽴公園研究所所⻑）

• 元 環境省⾃然環境局野⽣⽣物課⻑
• 環境省⾃然系職員として⾃然環境保全に関

係する制度の企画⽴案、国⽴公園や野⽣⽣
物保護の現地管理、⻑崎県庁、宮内庁、復
興庁などを経験

• 登⼭、カヌー、バードウォッチング
• 東京都福⽣市⽴第五⼩学校、第⼀中学校、

都⽴⽴川⾼校、京都⼤学農学部林学科



問題の本質
構造を理解

研修の⼆つのねらい

最近のトレ
ンドを理解



はじめに

⽣物多様性と⾃然保護の違いを理解する



⽣物多様性条約の⽬的

１ ⽣物の多様性の保全

２ ⽣物多様性の構成要素の持続可能な利⽤

３ 遺伝資源の利⽤から⽣ずる利益の公正で
衡平な配分



再確認︕何が違う︖
• ⾃然保護→

• ⽣物多様性保全→

貴重・重要な⾃然をそ
のままに破壊から守る

⽣物全体が⼤切な存在



⽣物多様性という⾔葉を使う
のはなぜか
• 「すぐれた⾃然の保護」ではなく、すべ
ての⽣物の⽣存基盤として使⽤している
⾔葉

• ⼤気汚染、⽔質汚濁、地球温暖化のよう
には危機が⾒えにくい

• そのため、⽣物多様性という価値を認識
し・危機を共有して社会の中で主流化し
ていくことが重要

ツグミ



⽣物多様性という価値
• 酸素、⼟壌は⽣物がつくった
• ⾷べ物はすべて⽣物
• 住環境に不可⽋な⽊材
• 絹、⽺⽑、綿、⿇などの⾐料
• 医薬品は⽣物から抽出されるものも多い
• ⽣物の形態を真似することで技術が進歩
• 地域の⽂化、⾵⼟、⼦どもの健全な成⻑
• 珊瑚礁やマングローブ林などの防災機能

ニホンウナギ

ありふれているが・なくてはならず・つくれない



「すべての⽣命が存⽴する基礎となる」＝基盤
サービス
「⼈間にとって有⽤な価値を有する」＝供給
サービス
「豊かな⽂化の根源となる」=⽂化的サービス
「将来にわたる暮らしの安全性を保証する」=
調整サービス

⽣物多様性 4つの恵み



⽣物多様性国家戦略（危機）
第1の危機︓開発など⼈間活
動による危機

第2の危機︓⾃然に対する働
きかけの縮⼩による危機

第3の危機︓外来種など外か
ら持ち込まれたものによる
危機

第4の危機︓地球温暖化など
地球環境の変化による危機



⽣物多様性施策の全体像

ここまでが⽣物多様性保全の全体の話

関連するさまざまな施策のでき⽅や⽬的の
違いを理解する



各法の位置づけと関係
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おおきく分類
⼟地に関わる制度

ラムサール条約
世界遺産条約
⾃然公園法
⾃然環境保全法
↓

⽣物に関わる制度
ワシントン条約
⿃獣保護管理法
種の保存法
外来⽣物法
↓

保護地域の確保 ⽣物の保護管理



⽣物多様性関連法のカバーイメージ
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⼟地に関する制度
• 代表格︓⾃然公園法
• ブランド化による保護強化
• ⾥地⾥⼭をどうする



世界の国⽴公園は、2⽅向に展開

• アメリカ型（営造物型）
• 国⽴公園専⽤の⼟地としてしまう
• 未開発地域の存在
• 国⼟のうち保護地域割合は低め（管理⽔準は⾼い）
• 先住⺠⼈権問題が⽣じやすい

• 旧⼤陸型（地域制・地域指定制）
• 国⽴公園も他の⼟地利⽤と共存する
• 未開発地域の不存在
• 国⼟のうち保護地域割合は⾼め（管理⽔準は低い）
• 所有権など私権との調整問題



国⽴公園位置図
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⽇本の⾃然公園制度の特徴
• 地域制（地域指定制による公⽤制限）⇔営造物

• ⼟地所有に関わらず規制をかけて⾃然⾵景保護
• 原始的⾃然環境から⾥地⾥⼭、歴史景観、⼈⽂景観

まで広くカバー

• 公園計画に基づき保護と利⽤を両⽴
• 特別保護地区、第1種特別地域は核⼼地域であるた

め⼤規模利⽤施設を抑制
• 集団施設地区に施設を集中、利⽤拠点としてスプ

ロール化の抑⽌
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R4.3.31現在



国⽴公園地種区分別⾯積割合

特別保護
地区

公園の中で特にすぐれた⾃然景観、原始
状態を保持している地区で、最も厳しく
⾏為が規制される。

第1種特別
地域

特別保護地区に準ずる景観をもち、特別
地域のうちで⾵致を維持する必要性が最
も⾼い地域であって、現在の景観を極⼒
保護することが必要な地域。

第2種特別
地域

農林漁業活動について、つとめて調整を
図ることが必要な地域。

第3種特別
地域

特別地域の中では⾵致を維持する必要性
が⽐較的低い地域であって、通常の農林
漁業活動については規制のかからない地
域。

普通地域
特別地域や海域公園地区に含まれない地
域で、⾵景の保護を図る地域。特別地域
や海域公園地区と公園区域外との緩衝地
域。

13.3

13.3

23.623.6

26.2

R4.3.31現在



国⽴公園指定の時代区分
・⼤⾵景保護の時代（戦前戦中・不景気）

戦前１２公園指定
・⼤⾵景保護の時代（戦後復興・経済成⻑）

伊勢志摩、⽀笏洞爺、磐梯朝⽇、上信越⾼原など
・⽣態系保護の時代（⾃然破壊反省）

⼩笠原、⻄表、知床、釧路湿原など
・⽣物多様性保全の時代（法制・体制・予算）

慶良間、やんばる、奄美群島など



国⽴公園管理の時代区分
・ブランド⼒の時代（戦前戦中・不景気）

指定誘致合戦、管理実態なし
・観光開発期待の時代（戦後復興・経済成⻑）

⼭岳観光道路、スキー場開発、県関与
・規制強化の時代（⾃然破壊反省）

観光道路抑制、ゴルフ場削除、審査指針
・国主体管理の時代（法制、体制・予算）

地⽅分権整理、整備予算増加、利⽤調整地区



⾃然公園制度の総括的まとめ
• ⼟地に関する保護制度の中の成功例
• 地域に経済的なメリットをもたらしたこと、柔
軟な公園計画による調整が成功の理由

• ⽇本の⽣物多様性保全制度の屋台⾻、でも最近
は影が薄い

• 保護と利⽤の対⽴・両⽴、設置者と利⽤者との
コミュニケーション不⾜、計画と管理運営が体
系的でない、などの問題



令和3年⾃然公園法改正
• 優れた⾃然の⾵景地である国⽴公園・国定公園
は、国内外の多くの⼈々をひきつける観光地な
どとして、地域社会にとって重要な資源となっ
ている。

• 地域の過疎化が進む⼀⽅、コロナ禍で⾃然や健
康への関⼼が⾼まる中で、国⽴国定公園の⾃然
の価値を活かし、地域活性化に資する滞在型の
観光を推進するためには、魅⼒的な⾃然体験ア
クティビティの提供や旅館街等の上質な街並み
づくり、認知度の向上が必要。

保護地域に関わる最近のトピック



令和3年（2021）法改正
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利⽤規制計画

特別保護地区
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保護施設計画

利⽤施設計画 集団施設地区

単独施設

道路・運輸施設

⽣態系維持回復計画

⾃然体験活動促進計画

令和3年（2021）改正後の公園計画

公園事業以外
の「事業」が
公園計画に位
置付けられた
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⽣物に関わる制度
• 代表格:⿃獣保護管理法・種の保存法・
外来⽣物法

• 絶滅危惧種が増える⼀⽅で、被害をもた
らす⽣きものが急増している



⿃獣保護管理法
• ⾃然環境局所管の法律では最も古い
• 最初は狩猟取り締まりのための法律＜明治時代
は⿃獣⼤量捕獲時代＞

• ⿃獣（⿃類と哺乳類全種）保護・狩猟取り締ま
り・⿃獣保護区・⿃獣被害防⽌

• 全種を対象とする意義は、絶滅防⽌ではなく資
源管理



⿃獣保護管理法



ニホンジカによる⽣態系被害



H26法改正
• 法律名の改正
• 特定⿃獣管理計画
• 指定管理⿃獣捕獲等事業
• 認定⿃獣捕獲等事業者

⽣物に関わる最近のトピック



法改正の意義
前回の法改正では、イノシシやシカの捕獲に

特段の規制をかけない規制緩和を実施したが状
況は改善しなかった

さらに⼀歩進めて、個体数を（被害が発⽣し
ないよう）管理する＝減らすための法的措置を
おこなった

つまり、シカ、イノシシを減らす事業を法定
化し、都道府県による公的事業と位置づけて交
付⾦を⽀出できるようにした



ニホンジカの個体数推定



種の保存法
絶滅のおそれのある野⽣動植物の種の保存を

図ることにより、⽣物の多様性を確保すること
が法律の⽬的

レッドリスト等の整備により種ごとに絶滅の
おそれの科学的評価を⾏い、危険度の⼤きなも
ののうち、優先するべきものから国内希少種を
指定（令和5年１⽉現在、442種）

国内希少種には捕獲規制、輸出⼊規制、譲渡
規制、販売⽬的広告規制など

レッドリストのダウンリストはほとんどなく、
⽣物の減少が続いている



カッコ内はRL2019の数字
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市街地・造成地等

農耕地（水田・畑）／緑の
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農耕地（樹園地）

二次草原（背の低い草

原）

二次草原（背の高い草

原）

植林地

二次林

二次林（自然林に近いも

の）

自然林

自然草原

自然裸地

開放水域

植生自然度と分類群ごとの絶滅危惧種の関係植生自然度と分類群ごとの絶滅危惧種の関係

○ 哺乳類や爬⾍類は⾃然林に多い傾向。
○ 両⽣類、⿂類、昆⾍類は⼆次的⾃然（農耕地、緑の多い住宅地、⼆次草原、植林地、⼆次
林）の割合が７割以上。

哺乳類 鳥類 爬虫類 両生類

魚類 昆虫類 貝類 維管束植物

※必ずしも正確な分布地域ではなく、傾向の概略を⾒るもの

絶滅危惧種分布データの植生自然度区分別記録割合



絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律（平成４年制定）

◎「レッドリスト」の作成 3716種・亜種
（「レッドデータブック」の作成）

国内希少野生動植物種 442種・亜種

特定種事業の監視

譲り渡し等の禁止 ・ 輸出入の禁止

捕 獲 等 の 禁 止
個体・器官等

の取扱規制

生息地等保護区 10地区指定（約1484ha）
○環境大臣指定
○地方環境事務所が保護管理

保護増殖事業計画 56計画策定
○環境省+関係省庁が策定（告示）
○関係省庁により保護増殖事業を実施

種

の

保

存

法

生息地の保護
に関する規制

保護増殖事業
の実施

R5.1月現在



法改正（H29）の意義
• 国内希少野⽣動植物種に対する規制は⾮常に厳
しいものとなっているため、指定すると効果が
ある⼀⽅、（⼦供たちが昆⾍採集をしにくくな
るなど）社会的な影響が⼤きい

• そのため、指定が進まない側⾯があった
• 特に、近年絶滅のおそれが増⼤している⾥地⾥
⼭に⽣息する動植物は、販売⽬的で⼤量に捕獲
採集されると絶滅のおそれが⾼まる

• おもに⾥地⾥⼭に⽣息する⽣きものを対象に特
定第⼆種国内希少種制度ができた

⽣物に関わる最近のトピック



（１） 販売・頒布等の目的での捕獲等及び譲渡し等のみを規制する「特
定第二種国内希少野生動植物種」制度を創設する

（２） 希少種の保護増殖という点で、一定の基準を満たす動植物園等を
認定する制度を創設し、認定された動植物園等が行う希少野生動植
物種の譲渡し等については、規制を適用しないこととする。

（３） 国際希少野生動植物種の個体の登録について、更新等の手続を
創設するとともに、実務上可能かつ必要な種について、個体識別措置
を義務付ける。更に、象牙事業については届出制を登録制とする。

（４） その他、生息地等保護区の指定を促進するための制度改変、土地
所有者の所在の把握が難しい土地への立入り等の規定の新設、国内
希少野生動植物種の提案募集制度の創設、科学委員会の法定化等
の改正を行う。

二次的自然に分布する昆虫類、
魚類、両生類等を想定

業者の捕獲等の抑制による保全
保護増殖事業や生息地等保護区による保全

→

絶滅のおそれのある野⽣動植物の種の保存に関する法律
（種の保存法）の⼀部を改正する法律案の概要

改正内容



外来⽣物法
• 外来⽣物のうち、⽣
態系、農業、⼈⾝被
害をもたらすものを
特定外来⽣物として
指定する

• 指定されたものには、
飼養・運搬・保管、
輸⼊、野外への放出
が禁⽌され、野外に
おいては計画的に防
除（捕獲・排除）が
⾏われる





○⼩笠原諸島に侵⼊したグリーンアノー
ル
1960年第に⼩笠原の⽗島で発⾒。貨物もしくはペッ

ト由来の可能性が指摘。

44

1980年代以降急速に分布が拡大し、現在も対策継続中。

・在来の昆虫類を捕食

・固有種のオガサワラシジミ等が激減

○南西諸島におけるミバエの根絶
，1919年頃にウリミバエ、ミカンコミバエが南西諸島に侵入。

植物防疫法により、全ての果実、野菜類の県外移動の禁止。

・ウリミバエ 不妊虫放飼法を1975年開始。→1993年根絶宣言。

・ミカンコバエ 雄除去法を1976年開始。→1986年根絶宣言。

・両種の根絶に約226億円の巨費、延べ約43万人の動員が必要。

効果的・効率的な防除の推進
外来種の防除事例（初期に対応できないと、どうなるか…）

グリーンアノール分布状況の変遷



マングース根絶成功か︖
⽣物に関わる最近のトピック





ヒアリ対策
⽣物に関わる最近のトピック



ヒアリ対策
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⽔際防除対策
確認地点での防除 → 周辺2kmの確認調査（3年）
港湾・空港での調査
港湾の舗装改良（営巣定着防⽌）
普及啓発（正確な情報発信と不安解消）
ヒアリ相談ダイヤル
対応マニュアル
講習会
体制構築
専⾨家とのネットワーク（対応⽅法相談、同定依頼）
職員の配置（５⼈）
国際連携
中国への働きかけ
⽇中韓で情報共有

⽣物に関わる最近のトピック



R4外来⽣物法改正
⽣物に関わる最近のトピック



お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 

地⽅公共団体が実施する外来⽣物対策への⽀援（外来⽣物対策管理事業費）

事業イメージ

交付⾦（交付率は1/2⼜は定額）

令和４年５⽉に「特定外来⽣物による⽣態系等に係る被害の防⽌に関する法
律」の⼀部改正法が成⽴し、これにより、新たに国や地⽅公共団体等の責務や
防除に係る規定が設けられ、都道府県は、被害の発⽣状況等の実情に応じ、我
が国に定着した特定外来⽣物の被害防⽌措置を講ずることとなり、また、市町
村もそれに努めることとなった。本改正法は令和５年度から施⾏される予定で
あり、同法に基づき、地⽅公共団体における防除の取組が必要となる。これを
踏まえ、特定外来⽣物による⽣態系等に係る被害の防⽌に向けて、地⽅公共団
体が主体的に取り組む下記の事業について、交付⾦により⽀援を⾏う。

（１）特定外来⽣物防除事業（交付率1/2）
（２）特定外来⽣物早期防除計画策定事業（定額、上限250万円※）
（３）外来種対策戦略検討等事業（定額、上限250万円※）

※ただし、定額を超える事業費分は1/2以内。

地⽅公共団体が取り組む特定外来⽣物の防除や、総合的な外来種対策を進めるための戦略の策定、外来種リスト等の
策定に向けた調査・検討等について、交付⾦により⽀援し、特定外来⽣物の分布拡⼤の抑制や根絶、⽣態系等に係る
被害の防⽌・低減を実現する。

地⽅公共団体が取り組む特定外来⽣物の防除等を⽀援します。

【令和５年度予算（案） 100百万円（10百万円）】

地⽅公共団体

令和５年度〜

環境省⾃然環境局野⽣⽣物課外来⽣物対策室 電話︓03-5521-8344

■交付対象

特定外来⽣物による被害の防⽌、
分布拡⼤の抑制・根絶、⽣態系の回復

国

都道府県
市町村

（１）特定外来⽣物の防除
（２）個別種の早期防除計画策定（調査、防除の実施等）

※（１）及び（２）について
①都道府県・市町村が⾃ら⾏う防除事業
②市町村・⺠間団体が⾏う防除に対する都道府県補助、⺠間

団体が⾏う防除に対する市町村の補助
（３）外来種対策全般の総合戦略策定、対策を⾏うべき

外来種のリスト化に必要な調査・検討等

市町村・
⺠間団体
⺠間団体

※(1)②、(2)②の場合

交付⾦
½⼜は
定額

※(1)①、(2)①、(3)の場合

【令和４年度第２次補正予算額 250百万円】



⼟地・⽣物に関する制度以外
• 条約の枠組みによる進展
• 保全活動の促進のための制度
• 持続可能な経済活動に関する制度



COP15「昆明モントリオール枠組」
⽣物多様性に関わる最近のトピック





30by30（⽣物多様性条約cop15で決定した共通
⽬標）

国⼟

保護地域

OECM

2030年までに国⼟⾯積の30％を確保
→30by30

現在は
空集合

認定
OECMの定義
に合致する
エリア

20％（陸）

認定のしくみについては検討中
⾃然公園など

⽣物多様性に関わる最近のトピック





OECM（Other effective area-based 
conservation measures）

• 保護地域以外の地域をベースとする効果的な保全
⼿段のこと。⽣物多様性条約第14回締約国会議
（COP14）において採択されたOECMの定義（環
境省仮訳）は以下のとおり。

• 「保護地域以外の地理的に画定された地域で、付
随する⽣態系の機能とサービス、適切な場合、⽂
化的・精神的・社会経済的・その他地域関連の価
値とともに、⽣物多様性の域内保全にとって肯定
的な⻑期の成果を継続的に達成する⽅法で統治・
管理されているもの」

⽣物多様性に関わる最近のトピック



OECMの効果
• 既存の保全管理が継続されるよう促進
• 企業やNGO等の価値の向上(ESG 投資等の評価
への 反映）

• ⾃然環境が地域の資産として認知・利⽤される
ことを⽀援

• 多様な主体の連携・協働を促進
• 地⽅公共団体等が⽣物多様性保全の成果指標と
して活⽤



そのほか
• エコツーリズム
• 地域⾃然資産法
• 地域連携促進法
• ⽣物多様性⺠間ガイドライン
• TNFD







地域連携促進法

• 市町村による保全活
動計画策定

• 協議会の設置
• ⾃然公園法許可不要
などの特例

• 保全のための⼟地取
得促進



⽣物多様性⺠間活動ガイドラインより



⾃然関連財務情報開⽰タスク
フォース(TNFD)
• ⾦融機関や事業会社が⾃⾝のビジネスの⾃然へ
の依存度や⾃然に与える影響を評価、管理、報
告するための枠組みを提供するもの

• ⾃然関連のリスクを評価したうえで財務上の情
報開⽰を求める世界的な取り組み

• ⾃然に負の影響を与える資⾦の流れを転換させ、
⾃然に良い影響をもたらす（ネイチャー・ポジ
ティブ）ことを⽬的としている

• 気候変動に関するTCFDの⽣物多様性版



まとめ
• 全体を俯瞰してみましょう



⾃然環境保全⾏政のこれまで
• （資源としての）すべての⿃獣の保護と管理
• （経済価値のある）国を代表するすぐれた⾃然
景観をエリアを画して指定し規制をかけて保
護・同時に適切に利⽤

• （⽣物⽣存基盤としての）⽣態系を重視した保
護地域指定

• （取り返しがつかない）絶滅のおそれのある野
⽣⽣物種の保護

• （持続可能な）⾃然の中の観光や保全活動を促
進

• （⽣物多様性全体の存在価値を認識し）優れた
もの以外も含め、⾃然環境の質も量も確保する



⼟地に関する特殊ルール

ラムサール条約・世界遺産
⾃然公園・⾃然環境保全地域
⿃獣保護区・⽣息地等保護区

⼟地に関する⼀般ルール

⾃然再⽣推進法
環境影響評価法
海岸法・河川法
（OECM）

⽣物に関する特殊ルール

ワシントン条約
種の保存法

⽣物に関する⼀般ルール

⽣物多様性条約
⿃獣保護管理法

外来⽣物法・カルタヘナ法

保全活動に関する⼀般ルール

エコツーリズム推進法
地域連携促進法・地域⾃然資

産法・環境教育推進法

⾃
然
保
護

⽣
物
多
様
性

保
全

経済活動に関する⼀般ルール

グリーン購⼊法・農薬取締法
（⽣物多様性⺠間活動ガイド
ライン）（環境保全型農業）

（ESG投資）（TNFD）

国

⾃
治
体



• 価値のあるものを指定して保護の規制をかける
⽅法では突破⼝が開けない

• 法律による強制から経済的なインセンティブへ
• 持続可能な社会を⽬指すESG投資、SDGsを背
景にしたライフスタイル変化、エシカル消費な
どの中で⽣物多様性保全ルールの⼀般化へ

• 強制⼒＝法律から ⾃主的取り組み＝ガイドラ
イン＋ライフスタイルへ

• それに伴って、⾏政の活発な動きは国から⾃治
体へ移動

⽣物多様性保全⾏政の今後



参考資料紹介
• ⾃然公園だけでなく、環境省⾃

然環境局所管のデータを網羅し
毎年更新しているデータベース
（⾃然公園財団）

• EICネット（⼀般財団法⼈環境
イノベーション情報機構）のサ
イト。⽤語解説やトピック解説、
キーパーソンインタビューなど
https://www.eic.or.jp/



Thank you for your attention!


